
CTFによるサイバーセキュリティ人材活性化業務企画提案募集仕様書

１ 目的

実務に生かせるサイバーセキュリティ分野の技術をテーマとしたスキルアップイベ

ントを開催することにより、県内サイバーセキュリティ人材の育成と相互交流を活性

化し、将来に向けてサイバー攻撃による被害低減を図ることを目指す。

２ 委託業務内容

県内のIT関連人材のサイバーセキュリティに対する意識向上、スキルアップ活動の

活性化を図るための、サイバーセキュリティに関する勉強会及び技術競技会(CTF)を１

回開催する。

(1) 実施内容・時間

ア 勉強会 半日程度

イ 技術競技会 半日程度

(2) 想定参加者

青森県内のITを活用する県内事業者及びIT技術者を目指す学生等を主な対象とし、

参加者の募集は受託者において行うこと。また、県内参加者のスキル向上意識の活

性化を図るため、県外からの参加を妨げないものとする。

なお、業務において取得する個人情報の管理にあたっては、別記「個人情報取扱

特記事項」を遵守すること。

(3) 実施形態

勉強会及び技術競技会共に会場を設けての集合参加に加え、インターネットを介

した動画配信等によるリモート参加が可能なハイブリッド形式による実施とするこ

と。

(4) 想定人数

１～３人程度を１チームとし、最大20チーム程度の参加を目標とする。

(5) 会場

最大30人程度の集合講習及びCTF大会を実施可能な会場を選定し、青森県警察本部

と協議の上受託者が確保すること。

(6) 講師等

勉強会及び技術競技会の実施・解説に必要なスキルを有する講師等を受託者にお

いて選定のうえ、必要と思われる人数を手配すること。

(7) アンケートの実施

勉強会及び技術競技会に関する参加者アンケートを実施し、集計すること。

(8) 業務報告書の提出

本業務の契約期間中においては、業務状況について随時青森県警察本部と情報共

有するものとし、業務完了後には最終的な実施結果（人数、アンケート結果等）を

まとめた報告書を作成のうえ、青森県警察本部が指定する期日までに報告を行うこ

と。



３ 勉強会及び技術競技会想定内容

学生を含む幅広い参加者を募る目的から、初級～中級レベルのセキュリティ技術を

対象とし、具体的内容については青森県警察本部と受託者が協議の上決定する。

４ その他

(1) 提案者は、本業務の目的に対してより効果的と思われる場合は、本仕様書の一部

変更、追加について提案することができる。

(2) 勉強会及び技術競技会の時間配分、実施スケジュールについては、別途協議する

ものとする。

(3) 講習で使用する各種資料、資機材等については原則として受託者において準備す

るものとし、提案価格に含むこと。

(4) 受託者は、事故又は大幅な遅延等、本業務の遂行に支障が生じた場合、若しくは

生じるおそれがあると認める場合は、速やかに青森県警察本部に報告し、指示を受

けること。

(5) 本仕様書に定めのない事項については、青森県警察本部及び受託者がその都度協

議することとする。



個人情報取扱特記事項  
 

（基本的事項）  

第１ 受託者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務の実
施に当たっては、個人の権利利益を害することのないよう、当該事務に係る
個人情報を適正に取り扱わなければならない。  

 

（秘密の保持）  

第２ 受託者は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の内容をみだ
りに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。  

 

（適正な取得）  

第３ 受託者は、この契約による事務を行うために個人情報を取得するときは、
偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはならない。  

 

（安全管理）  

第４ 受託者は、この契約による事務に係る個人情報の漏えい、滅失又はき損
の防止その他の当該個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じ
なければならない。  

 

（作業場所の特定等）  

第５ 受託者は、受託者の（又は｢委託者の｣）○○○事務所内△△△室におい
て、この契約による事務に係る個人情報を取り扱わなければならない。  

２ 受託者は、委託者の承認がある場合を除き、前項の作業場所から、この契
約による事務を実施するために委託者から引き渡され、又は自らが取得し、
若しくは作成した個人情報が記録された資料等を持ち出してはならない。  

 

（目的外利用及び提供の禁止）  

第６ 受託者は、委託者の指示又は承認がある場合を除き、この契約による事
務に係る個人情報を当該事務の目的以外の目的に自ら利用し、又は第三者に
提供してはならない。  

 

（複製の禁止）  

第７ 受託者は、委託者の承認がある場合を除き、この契約による事務を処理
するために委託者から引き渡された個人情報が記録された資料等を複製し、
又はこれに類する行為をしてはならない。  

 

（再委託の禁止）  

第８ 受託者は、この契約による事務を行うための個人情報の処理は、自ら行
うものとし、委託者の承認がある場合を除き、第三者にその処理を委託し、
又はこれに類する行為をしてはならない。  

２ 前項の承認があり、同項の処理を再委託する場合は、受託者は再委託先（再
委託先が委託先の子会社（会社法（平成 17 年法律第 86 号）第２条第１項第
３号に規定する子会社をいう。）である場合を含む。）への必要かつ適切な
監督を行わなければならない（再委託先が再々委託を行う場合以降も同様と
する。）。  

 

（資料等の返還等）  

第９ 受託者は、この契約による事務を実施するために委託者から引き渡され、
又は自らが取得し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、事務
完了後直ちに委託者に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、委託者が
別に指示したときは、その指示に従うものとする。  

 
 



 

（従業者への周知等）  

第 10 受託者は、この契約による事務に従事している者に対し、在職中及び退
職後においても当該事務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に
知らせ、又は不当な目的に利用してはならないこと、当該義務に違反したときは
個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）の規定により罰則が科さ
れる場合があることなど、当該事務に係る個人情報の保護に関して必要な事
項を周知させるものとする。  

２ 受託者は、この契約による事務を派遣労働者によって行わせる場合には、
労働者派遣契約書に従事中及び従事後においても当該事務に関して知り得た
個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならな
いことを明記するものとする。  

 

（実地調査の受入れ）  

第 11 受託者は、この契約による事務に係る個人情報の適正な取扱いを確保す
るため、委託者が当該個人情報の取扱いの状況について実地に調査しようと
するときは、これを拒み、妨げ、又は忌避してはならない。  

 

（事故発生時における報告）  

第 12 受託者は、この特記事項に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれのあ
ることを知ったときは、速やかに委託者に報告し、委託者の指示に従うもの
とする。  

 

注 委託事務の内容に即して、適宜、必要な事項を追加し、又は不要な事項
を削除するものとする。  

 


